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１ 被告における「外環の２」の「事業化の方針」について

被告は、平成２６年１月に、「外環の２」の北側１キロメートル区間の以南、

約３キロメートル区間（甲１３５に「あり方（複数案）対象区間」として示さ

れた目白通りから青梅街道の区間（１６頁）。以下、「３キロメートル区間」と

いう。）について、「あり方（複数案）」を公表し（甲１３５）、「外環の２」を廃

止する案は、採用が困難なので、「あり方（複数案）」には含まれないと公表し

た（甲１３５・１３頁、１６頁以下）。

これに対して原告は、平成２６年３月１１日付求釈明申立書において、「外

環の２」について被告がどのような事業化の方針をもっているか等について

求釈明を行ったが、被告は、平成２６年５月２９日付（同年５月１６日に送

達）被告第２７準備書面において、３キロメートル区間についても「都市計

画に関する都の方針を取りまとめていく段階にあり、あり方（複数案）は

『事業化の方針』を示したものではない」旨、主張した。

２ ところが、被告は、同書面が原告に送達される直前である平成２６年５月

１４日付けにて、「外環の地上部街路（外環の２）の都市計画に関する方針」

（以下、「新方針」という。）を公表し、３キロメートル区間は幅員２２メー

トルの道路を基本として整備する方針を示したうえで、「今後、地域住民等の

意見を聴きながら都市計画変更の手続きを進める」ことを明言した（甲１５

３、１５４）。

これだけ「外環の２」のあり方が、廃止を含め議論されている中で、「あり

方（複数案）」の公表からわずか４か月あまりという短期間で、幅員２２メー

トル道路を整備する旨の方針に決定してしまう被告の拙速さにも呆れるが、

それはひとまず置くとしても、前記のとおり、５月１４日の「新方針」にお

いて、事業化を前提とした都市計画変更の手続きを進めることを明言する被

告が、その直後に提出した被告第２７準備書面では、未だ「都市計画に関す

る都の方針を取りまとめていく段階にある」と臆面もなく主張していること

は驚きである。

被告は、長い二枚舌を駆使して、こうした矛盾する主張を繰り返しながら、
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ドミノ倒しのようにズルズルと「外環の２」計画の全線を整備していく意図

を有していると判断せざるを得ない。「外環の２」の一部事業化によって、

「外環の２」都市計画は、まさに全体が事業化に向けてレールが敷かれた状

態であると言える。

３ そこで、原告は、「新方針」に関し、以下の求釈明を行い、同求釈明に対す

る被告の回答を得たうえで、「あり方（複数案）」と「新方針」との関係につ

いて問題点の指摘を行う予定である。

（１）平成２６年５月１４日発表の「外環の地上部街路（外環の２）の都市計

画に関する方針」で述べられている「都市計画変更の手続き」は、３キロ

メートル区間のみを対象に行うのか、それとも「外環の２」全体について

「都市計画変更の手続き」を行うのか。

上記いずれの場合においても、変更手続の結果、「外環の２」全体のうち

３キロメートル区間以南は、従前の計画どおりであることが再確認される

こととなるのか否か。

（２）過去に東京都が行った「都市計画変更手続き」中、本件のように計画道

路の幅員が３キロにわたって、半分以下の幅員に変更されるような都市計

画が他に存在するか。

（３）「新方針」では、平成２６年６月から説明会やオープンハウスが行われる

ことが記されているが（甲１５３）、都市計画変更決定までのスケジュール

はどのようなものか。

（４）「新方針」に基づき、３キロメートル区間について都市計画変更決定がな

された場合、その後、引き続き事業化申請を行うのか。

以 上


